
る手続  

（1）現状の分析  

市町村行動計画及び都道府県行動計画（以下「市町村行動計画等」   

という。）については、地域の人口構造や産業構造等の地域特性、   

利用者のニーズの実情、サービス提供の現状やサービス資源の状   

況、更には子どもと家庭を取り巻く環境等の現状を分析して、それ   

らを踏まえ策定することが必要である。  

このため、次世代育成支援対策に関連する各種の資料を収集・分   

析し、その結果を計画の策定に活かしていくことが望ましい。  

（2）ニーズ調査の実施  

市町村は、サービス利用者の意向及び生活実態を把握し、サー  

ビスの量的及び質的なニーズを把握した上で市町村行動計画を策  

定するため、サービス対象者に対するニーズ調査を行うことが望  

ましい。  

調査に当たって珊芯じて必要となる   

サービスの中長期的な需要を把握できる内容で行うことが必要で   

塵皇L  

また、都道府県は、ニーズ調査が円滑に行われるよう、市町村  

に対する助言やニーズ調査の共同実施をする場合の市町村間の調   

整等に努めることが望ましい。  

（3）多様な主体の参画と情報公開  

法第八条第三項及び第九条第三項では、市町村及び都道府県は、   

市町村行動計画等を策定し、又は変更しようとするときは、あら  

る手続  

（1）現状の分析  

市町村行動計画及び都道府県行動計画（以下「市町村行動計画等」   

という。）については、地域の人口構造や産業構造等の地域特性、   

利用者のニーズの実情、サ→ビス提供の現状やサービス資源の状   

況、更には子どもと家庭を取り巻く環境等の現状を分析して、それ   

らを踏まえ策定することが必要である。  

このため、次世代育成支援対策に関連する各種の資料を収集・分   

析し、その結果を計画の策定に活かしていくことが望ましい。  

（2）ニーズ調査の実施  

市町村は、サービス利用者の意向及び生活実態を把握し、サー  

ビスの量的及び質的なニーズを把握した上で市町村行動計画を策   

定するため、サービス対象者に対するニーズ調査を行うことが望  

ましい。  

叫  

また、都道府県は、ニーズ調査が円滑に行われるよう、市町村   

に対する助言やニーズ調査の共同実施をする場合の市町村間の調   

整等に努めることが望ましい。  

（3）住民参加と情報公開  

法第八条第三項及び第九条第三項では、市町村及び都道府県は、   

市町村行動計画等を策定し、又は変更しようとするときは、あら  
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かじめ、住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるもの  

とされていることから、計画の策定段階において、サービス利用  

者等としての地域住民の意見を反映させるため、公聴会、懇談会  

又は説明会の開催等を通じて計画策定に係る情報を提供するとと  

もに、住民の意見を幅広く聴取し、反映させることが必要である。   

かじめ、住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるもの  

とされていることから、計画の策定段階において、サービス利用  

一者等としての地域住民の意見を反映させるため、公聴会、懇言炎会  

又は説明会の開催等を通じて計画策定に係る情報を提供するとと  

もに、住民の意見を幅広く聴取し、市町村行動計画等⊆反映させ  

ることが必要である。   

享た、法第八条第四項及び第九条第四項では、市町村及び都道  

府県は、市町村行動吉十画等を策定し、又は変更しようとするとき  

峠、あらかじめ、事業主、労働者、その他の関係者の意見を反映  

させるために必要な措置を講ずるよう努めなければならない＝  

れていることから、計画の策定段階において、協ほ義会等を活用し  

て事業主支援の方策の検討、事業主に求める支援策の検討、協働  

で実施をする施策の検討等を行い、説明会の開催等を通じて計塑  

策定にかかる情報を提供坤  

関係者の意見を幅広く聴取し、瑚  

とが必要である。   

さらに、事業主、労働者、その他の関係者が主体となって、利  

用者の視点に立った評価指標を考える仕組みを誘導するなど㌧圧  

動計画の策定段階からの多様な主体の参画を促進することも重要  

である。  

主立、法第八条第些項及び第九条第嬰項では、市町村及び都道  

府県は、市町村行動計画等を策定し、又は変更したときは、遅滞  

なく、これを公表することとされており、広報誌やホームページ  

担皇三、法第八条第重項及び第九条第重項では、市町村及び都  

道府県は、市町村行動計画等を策定し、又は変更したときは、遅  

滞なく、これを公表することとされており、広報誌やホームペー  
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ジヘの掲載等により適時かつ適切に広く住民に周知を図ることが  

必要である。  

3 市町村行動計画及び都道府県行動計画策定の時期等   

（1）計画策定の時期  

市町村行動計画等は五年ごとに、五年を一期として策定するも  

のとされている。一回目に策定された市町村行動計画等（前期計  

画）については、平成十七年度から平成二十⊥年度までを計画期  

間としていることから、二回目に策定される市町村行動計画等  

（後期計画）については、前期計画に係る必要な見直しを平成二十  

一年度までに行った上で、平成二十二年度から平成二十六年度ま  

でを後期計画期間として、平成二十一年度中に策定することが必  

要である。  

への掲載等により適時かつ適切に広く住民に周知を図ることが必  

要である。  

3 市町村行動計画及び都道府県行動計画策定の時期等   

（1）計画策定の時期  

市町村行動計画等に係る規定は平成十七年四月一日から施行  

されることから、平成十六年度中に策定することが必要である。   

（2）御重しの時期  
市町村行動計画等は、五年を一期とするものとされているた  

め、一回目に策定される市町村行動計画等（前期計画）について  

は、平成十七年度から平成二十一年度までを計画期間として策定  

することが必要である。  

また、市町村行動計画等は五年ごとに策定するものとされてい  

ることから、二回目に策定される市町村行動計画等（後期計画）  

については、前期計画に係る必要な見直しを平成二十一年度まで  

に行った上で、平成二十二年度から平成二十六年度までを計画期  

間として策定することが必要である。  

、－  

4働英一評価のための指標の導入  
後期計画においては、個別事業の進捗状況（アウトプット＝こ加え、   

個別事業を束ねた施策や計画全体の進捗状況（アウトカム）について   

も点検・評価することが重要である。  

次世代育成支援対策の推進においては、利用者の視点に立った柔軟   

かつ総合的な取組が必要であり、このような取組を評価するため、利   

用者の視点に立った指標を設定し、点検・‡評価を行い、施策の改善に   



つなげていくことが望まれる。  

また、牌しては、イ主民にわ力、りやす   

く周知し、提供するためにも、自治体の取組状況について比較が可能   

七なるよう、瑚ましい。国では、共通の   

指標例を示すので、これを参考に、市町村及び都道府県lこおいて意言戟   

調査等に基づき設定することが望ましい。  

邑 市町村行動計画及び都道府県行動計画の実施状況の点検二塁塵及び   

推進体制  

法第八条第七項では、市町村は、定期的lこ、市町村行動言十画lこ基   

づく措置の実施の状況に関する評価を行い、市町村行動計画に検討   

を加え、必要があると認めるときは、これを変更することその他の   

必要な措置を講ずるよう努めなければならないものとされているこ   

とから、脚削こ役立   

ったか、脚こ立った点   

検働こ反映  

さ   

（Ac tio n）のサイクル（PDCAサイクル）を確立すること  

生 市町村行動計画及び都道府県行動計画の実施状況の点検及び推進体   

制  

市町村行動計画等の推進に当たっては、全庁的な体制の下lこ、各   

年度においてその実施状況を一括して把握・点検しつつ、その後の   

対策を実施することが必要である。  

が重要である。   

この際、これら一連の過程が開かれたものとするため、地域にお  

ける子育て支援事業の関係者や子育てに関する活動を行うNPO等  

が参画する場を設けることも考えられる。その際、地域協議会など  

を活用することも考えられる。   

また、法第八条第六項及び第九条第六項では、市町村及び都道府   また、法第八条第五項及び第九条第五項では、市町村及び都道府  



県は、毎年少なくとも一回、市町村行動計画等に基づく措置の実施   

の状況を公表しなければならないこととされており、この計画の実   

施状況等に係る情報を広報誌やホームページヘの掲載等により、住  

民に分かりやすく周知を図るとともに、住民の意見等を聴取しつつ、   

その後の対策の実施や計画の見直し等に反映させることが必要であ  

る。  

巨 他の計画との関係   

（1）保育計画等との調和  

市町村行動計画等は、保育計画（児童福祉法第五十六条の八に  

規定する市町村保育計画及び同法第五十六条の九に規定する都  

道府県保育計画をいう。以下同じ。）、地域福祉計画（社会福祉法  

（昭和二十六年法律第四十五号）第百七条に規定する市町村地域  

福祉計画及び同法第百八条に規定する都道府県地域福祉支援計  

画をいう。）、母子家庭及び寡婦自立促進計画（母子及び寡婦福祉  

法（昭和三十九年法律第百二十九号）第十一条第二項第三号に規  

定する母子家庭及び寡婦自立促進計画をいう。以下同じ。）、障  

害者計画（障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）第七条の  

こに規定する都道府県障害者計画及び市町村障害者計画をい  

う。）その他の法律の規定により、市町村又は都道府県が策定す  

る計画であって、次世代育成支援に関する事項を定めるものとの  

間の調和が保たれたものとすることが必要である。  

なお、市町村行動計画等と盛り込む内容が重複する他の法律の  

規定により、市町村又は都道府県が策定する計画については、市  

県は、毎年少なくとも一回、市町村行動計画等に基づく措置の実施  

の状況を公表しなければならないこととされており、この計画の実   

施状況等に係る情報を広報誌やホームページへの掲載等により、住   

民に分かりやすく周知を図るとともに、住民の意見等を聴取しつつ、  

その後の対策の実施や計画の見直し等に反映させることが必要であ  

る．  

旦 他の計画との関係   

（1）保育計画等との調和  

市町村行動計画等は、保育計画（児童福祉法第五十六条の八に  

規定する市町村保育計画及び同法第五十六条の九に規定する都  

道府県保育計画をいう。以下同じ。）、地域福祉計画（社会福祉法  

（昭和二十六年法律第四十五号）第百七条に規定する市町村地域  

福祉計画及び同法第百八条に規定する都道府県地域福祉支援計  

画をいう。）、母子家庭及び寡婦自立促進計画（母子及び寡婦福祉  

法（昭和三十九年法律第百二十九号）第十t条第二項第三号に規  

定する母子家庭及び寡婦自立促進計画をいう。以下同じ。）、障  

害者計画（障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）第九条に  

規定する都道府県障害者計画及び市町村障害者計画をいう。）そ  

の他の法律の規定により、市町村又は都道府県が策定する計画で  

あって、次世代育成支援に関する事項を定めるものとの間の調和  

が保たれたものとすることが必要である。  

なお、市町村行動計画等と盛り込む内容が重複する他の法律の  

規定により、市町村又は都道府県が策定する計画については、市  

l、、1  
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町村行動計画等と一体のものとして策定して差し支えない。  

（2）市町村の基本構想との調和  

市町村行動計画については、地方自治法（昭和二十二年法律第  

六十七号）第二条第四項の基本構想に即したものとすることが必  

要である。  

寧 市町村行動計画を定めるに当たって参酌すべき標準   

1 参酌標準について  

町村行動計画等と一体のものとして策定して差し支えない。  

（2）市町村の基本構想との調和  

市町村行動計画については、地方自治法（昭和二十二年法律第   

六十七号）第二条第四項の基本構想に即したものとすることが必  

要である。  

（1）量墓  

法第七条第二項第三号においては、瑚画lこおいて、   

保育サービス、放課後児童健全育成事業その他主務省令で定める   

次世代育成支援対策に係る達成しようとする目標、内容及び実施  

時期を定めるに当たって参酌すべき標準（以下「参酌標準」とい  

う。）を定めるものとされている。   

参酌標準は、各市町村において、女性の就業率上昇に伴う保育  

サービス等の潜在需要を把握しつつ、中長期的Iこ達成されるべき  

サービス整備水準を勘案した上で、後期計画の目標事業量を適切  

に見込むために提示するものである。  

（2）珪量  

ニーズ調査により把握した各事業の需要に基づき、次の2赴旦   

10までに示す方法により、新待機児童ゼロ作戦（平成二十年二  

月二十七日厚生労働省策定）の目標年次である平成二十九年度に  

達成されるべき目標事業量（以下「平成二十九年度目標事業量」  

という。）を定めることが必要である。   



なお、鯛、ら平成二十六年度まで  

の期間をいう。以下同じ。）の目標事業量lこついては、平成二十九  

年度目標事業量の達成を念頭に、卿ビス基盤を踏まえつ  

つ定めるこL  

また、2：の平日昼間の保育サービス及び6の放課後児童健全育  

成事業に関しては、解（新待機児童ゼロ作戦の集中  

重点期間の最終年度）の目標事業量も定めることが必要である。  

2 平日昼間の保育サーービス  

平日昼間の保育サービスの平成二十九年度目標事業量について   

は、三蹄こより定めるこ   

とが必要である。  

（1）就労形態別家庭類型ごとの潜在サービス利用率の把握  二閲－トタ  
イム家庭、専業主婦家庭、ひとり親家庭等の就労形態別の家庭区  

分（以下「就労形態別家庭類型」という。）ごとに、現lこ保育サー  

ビスを利用している家庭及び利用を希望している家庭を勘案した  

潜在的な保育サービスの利用率（以下「潜在的サービス利用率」  

とりう。）を算出する。  

（2）就労形態別家庭類型ごとの潜在家庭数の把握  

就労形態別家庭類型ごとに、ニーズ調査により把握した今後の  

就労希望を勘案した潜在的な家庭数（以下り替在家庭数」というJ  

を算出する。  

（3）就労形態別家庭類型ごとの潜在家庭数に、就労形態別家庭類型  

一 ー 
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三との潜在サービス利用率を乗じて得た数を合算した数によ県  

平成二十九年度の目標事業量（定員数）を定める。  

なお、後期言十画期間の目標事業量lこついては、平成二十九年度  

目標事業量を考慮し、碑  

定めることが必要である。  3㈲   
2の平日昼間の保育サービスと同様の手法により、ニーズ調査で把  

握した夜間帯の保育ニーズを勘案して、輝こ平成二十九  

年度目標事業量を定めることが必要であるし   

なお、鯛こついては、平成二十九年度目標  

事業量を考慮し、延長保育事業、夜間保育事業及び夜間養護等事業で  

対応することを基本とし、現状のサービス基盤の状況も踏まえながら  

定めることが必要である。  

4 休日保育   

2の平日昼間の保育サービスと同様の手法により、ニーズ調査で把  

握した休日の保育ニーズを勘案して平成二十九年度目標事業量を定め  

旦主上な必要て 

摘こついては、平成二十九年度目標  

事業量を念頭に、現状のサービス基盤の状況も踏まえながら定めるこ  

とが必要である。  

5 病児・病後児保育   

平日昼間の保育サービスの平成二十九年度目標事業量（定員数）を  

病児・病後児保育の利用可能性がある者と捉えた上で、ニーズ調査lこ ≡ 
＿」   



より把握した病児働  

ビスの利用希望を勘案して、平成二十九年度の目標事業量を定め冬主   

とが必要である。   

なお、御引こついては、平成二十九年度目標  

事業量を念頭に、卿   

とが必要である。  

6 放課後児童健全育成事業   

保育サービスとの連続性を重視し、ニーズ調査lこより把握した次年  

度に就学予定の児童を有する家庭であって放課後児童クラブの利用を  

希望する家庭を勘案して、適切と見込まれる平成二十九年度目標事業  

量を定めることが必要である。   

なお、後期吉十画期間の目標事業量については、平成二十九年度目標  

事業量を念頭に、現状のサービス基盤の状況も踏まえながら定めるこ  

とが必要である。  

7 一時預かり事業   

ニーズ調査により把握した瑚lナ   
た日数の実績に、今後の利用希望を加えたものを勘案して、適切と考   

えられる平成二十九年度目標事業量を定めることが必要である。   

なお、後期計画期間の目標事業量については、平成二十九年度目標  

事業量を念頭に、卿ビス基盤の状況も踏まえながら定めるこ   

とが必要である。  

8 地域子育て支援拠点事業  

乳幼児とその保護者が、居宅より容易に移動することが可能な圏域   
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っ戸山■■■F「ニ＝＝  ノニー→甥■「・癖什・一！h‥▼▼－－  



内に一箇所以上設置することを平成二十九年度目標事業二量とす冬主土   

が必要である。   

なお、僻   

事業量を念頭に、卿ビス基盤の状況も踏まえながら定めるこ   

とが必要である。  

9 ファミリー・サポート・センター事業  

市及び特別区にあっては、原則として一箇所以上の設置を平成二十   

九年度目標事業量とすることが必要である。  

町村にあっては、住民の利用希望等を踏まえ実施の必要性を検討し   

た上で平成二十九年度目標事業量を定めることが必更である。   

なお、働こついては、平成二十九年度目標   

事業量を念頭に定めることが必要である。  

10 短期入所生活援助事業  

宿泊を伴う預かりを必要とした日数の実績に基づき、ファミリ可   

サポート・センター事業等の他サービスによる対応の可能性も勘案し  

ながら、適切と考えられる事業量を平成二十九年度目標事業量とする  

ことが必要である。  

なお、御こついては、平成二十九年度目標   

事業量を念頭に、卿ビス基盤の状況も踏まえながら定めるこ  

とが必要である。  

重 市町村行動計画及び都道府県行動計画の内容に関する事項  

1 市町村行動計画  

市町村は、住民に最も身近な自治体としての役割を踏まえ、次世代   

些 市町村行動計画及び都道府県行動計画の内容に関する事項  

1 市町村行動計画  

市町村は、住民に最も身近な自治体としての役割を踏まえ、次世代  



育成支援対策を総合的に、かつ、きめ細かく行えるよう、子どもと子  

育て家庭への支援に関連する施策及び事業を市町村行動計画に体系的  

に盛り込むことが必要である。   

市町村行動計画に盛り込むべき事項としては、法第八条第一項にお  

いて、①地域における子育ての支援、②母性並びに乳児及び幼児の健  

康の確保及び増進、③子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境  

の整備、④子どもを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好な居住  

環境の確保、⑤職業生活と家庭生活との両立の推進、⑥その他の次世  

代育成支援対策の実施が掲げられており、こうした施策の領域を踏ま  

え、計画策定に当たるものとする。   

計画の策定に当たっては、次に掲げる次世代育成支援対策として重  

要な施策を踏まえつつ、各市町村の実情に応じた施策をその内容に盛  

り込むことが必要である。   

また、各施策の目標設定に当たっては、利用者等のニーズを踏まえ  

て、可能な限り定量的に示す等具体的な目標を設定することが必要で  

ある。   

なお、指定都市及び中核市にあっては、行動計画策定指針において  

都道府県行動計画に盛り込まれている内容のうち、指定都市及び中核  

市が処理することとされているものについては、適切に市町村行動計  

画に盛り込むことが必要である。  

（1）地域における子育ての支援  

ア 地域における子育て支援サービスの充実  

専業主婦家庭や母子家庭等を含めたすべての子育て家庭へ  

育成支援対策を総合的に、かつ、きめ細かく行えるよう、子どもと子  

育て家庭への支援に関連する施策及び事業を市町村行動計画に体系的  

に盛り込むことが必要である。   

市町村行動計画に盛り込むべき事項としては、法第八条第一項にお  

いて、①地域における子育ての支援、②母性並びに乳児及び幼児の健  

康の確保及び増進、③子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境  

の整備、④子どもを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好な居住  

環境の確保、⑤職業生活と家庭生活との両立の推進、⑥その他の次世  

代育成支援対策の実施が掲げられており、こうした施策の領域を踏ま  

え、計画策定に当たるものとする。   

計画の策定に当たっては、次に掲げる次世代育成支援対策として重  

要な施策を踏まえつつ、各市町村の実情に応じた施策をその内容に盛  

り込むことが必要である。   

また、各施策の目標設定に当たっては、利用者等のニーズを踏まえ  

て、可能な限り定量的に示す等具体的な目標を設定することが必要で  

ある。   

なお、指定都市及び中核市にあっては、行動計画策定指針において  

都道府県行動計画に盛り込まれている内容のうち、指定都市及び中核  

市が処理することとされているものについては、適切に市町村行動計  

画に盛り込むことが必要である。  

（1）地域における子育ての支援  

ア 地域における子育て支援サービスの充実  

専業主婦家庭や母子家庭等を含めたすべての子育て家庭へ  

1
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の支援を行う観点から、地域における様々な子育て支援サー  

ビスの充実が図られることが必要である。   

このため、市町村は、次の（ア）から（ウ）までに掲げる児童  

福祉法第二十一条の九に規定する子育て支援事業（以下「子育  

て支援事業」という。）が着実に実施されるよう、必要な措置  

の実施に努めるとともに、次の（エ）に掲げる同法第二十一条  

の十－の規定による子育て支援事業に関する情報の提供、相  

談及び助言並びにあっせん、調整及び要請等を行うことが必  

要である。   

さら㈱去第二十二条の十のこの規定に基づ  

き、乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業を実施する  

（ただし、鰻重務の一部又は全部を厚生労働省令で定める  

者に委託することができる。）よう努めるととともに、乳児家  

の支援を行う観点から、地域における様々な子育て支援サー  

ビスの充実が図られることが必要である。   

このため、市町村は、次の（ア）から（ウ）までに掲げる児童  

福祉法第二十一条の九に規定する子育て支援事業（以下「子育  

て支援事業」という。）が着実に実施されるよう、必要な措置  

の実施に努めるとともに、次の（エ）に掲げる同法第二十一条  

の十－の規定による子育て支援事業に関する情報の提供、相  

談及び助言並びにあっせん、調整及び要請等を行うことが必  

要である。   

庭全戸訪問事業においては、卿条の十の三の規定  

に基づき、㈱こ  

努める必要がある。   

また、これらの取組に際しては、親が障害を持つ家庭等に  

ついても適切に子育て支援サービスが提供されるよう、きめ  

細かな配慮が求められる。  

（ア）児童及びその保護者又はその他の者の居宅において保  

護者の児童の養育を支援する事業  

金 厚生労働省令で定めるところにより、市町村にお  

ける、原則としてすべての乳児のいる家庭を訪問   

また、これらの取組に際しては、親が障害を持つ家庭等に  

ついても適切に子育て支援サービスが提供されるよう、きめ  

細かな配慮が求められる。  

（ア）児童及びその保護者又はその他の者の居宅において保  

護者の児童の養育を支援する事業  

金 屋護者（出産後騨る。）  

の疾病その他の理由により昼間家庭において養育を  



受けることに支障を生じた乳児につき、欄こ  

おいて保育、家事並びlこ養育等lこ関する相談及び助  

御行うもの  

に限る。（臥（卦及び⑥lこおいて同じ。）  

することによって、i子育てに関する情報の提供、   

‖亨L児及びその保護者の心身の状況及び養育環境   

の把握を行うほか、御芯じ、   

助叩き（乳児家庭全戸訪問   
重量）  

② 厚生労働省令で定めるところにより、乳児家庭   

全戸訪問事業の実施その他により把握したi保護   

者の養育を支援することが特に必要と認められろ   

児童及びその保護者、‖保護者lこ監護されること   

が不適当であると認められる児童及びその保護   

者、iii出産後の養育について出産前において支援   

を行うことが特に必要と認められる妊婦に対」   

その養育が適切に行われるよう、これらの者の居   

宅において、養育に関する相談、指導、助言その   

他必要な支援を行う事業（養育支援訪問事業）  

② 保護者の疾病その他の理由により家庭において保   

育されることが一時的に困難となった児童につき、   

その家庭において保育を行う事業  

③ 児童であって、その保護者がその養育上の不安等   

イこ関する援助を受ける必要があるものにつき、その   

家庭その他の場所において保育、蕎啓割こ関する相   

談及び助言その他必要な援助を行う事業  

金 疾病にかかっているおおむね十歳未満の児童（回   

復の過程にあるものに限る。）であって、その保護者   

の労働その他の理由により家庭において保育される   

ことに支障があるものにつき、その家庭又は保育士、   

看護師その他の者の居宅において、適当な設備を備   

える等により、保育を行う事業  

⑤ おおむね三歳未満の児童であって、その保護者の   

労働その他の理由により家庭において保育されるこ   

とに支障があるものにつき、保育士、看護師その他   

の者（当該児童の三親等内の親族であるものを除   

く。）の居宅において、適当な設備を備える等により、  

甑  

③ 乳児又は幼児であって、市町村が児童福祉法  

第二十四条第一項に規定する児童に該当すると認  

めるものについて、瑚（市町村長が行  

う研修を修了した保育士又は厚生労働省令で定め  

る看であって、これらの乳児又は幼児の保育を行   

ノ ‾■r  



保育を行う事業（少数の児童を対象とし、かつ、市町   

村又はその委託を受けて当該保育を行う者が行うも   

のに限る。）  

塵 保護者であってその乳児、幼児等の保育等に関す   

る援助を受けることを希望するものと当該援助を行   

うことを希望する者（個人に限る。以下こわ塵におい   

て「援助希望者」という。）との連絡及び調整を行う   

とともに、援助希望者の講習その他の必要な援助を   

行う事業  

う者として市町村長が適当と認めるもの）の居宅   

その他の場所において、家庭的保育者lこよる怪童   

を行う事業（家庭的保育事業）  

塁 保護者であってその乳児、幼児等の保育等に関   

する援助を受けることを希望するものと当該援助   

を行うことを希望する者（個人に限る。以下この＠   

において「援助希望者」という。）との連絡及び調   

整を行うとともに、援助希望者の講習その他の必   

要な援助を行う事業（ファミリー・サポート・セ  

ンタ一事業）  

（イ）保育所その他の施設において保護者の児童の養育を支   

援する事業   

① 小学校に就学しているおおむね十歳未満の児童であ  

って、その保護者が労働等により昼間家庭にいないも  

のに、児童福祉法施行令（昭和二十三年政令第七十四  

号）第一条のこで定める基準に従い、授業の終了後に児  

童厚生施設等の施設を利用して適切な遊び及び生活の  

場を与えて、その健全な育成を図る事業（放課後児童健  

全育成事業）  

なお、放課後児童健全育成事業の実施に当たっては、  

教育委員会等と連携し、小学校や幼稚園を始めとする  

地域の社会資源の積極的な活用を検討しつつ、対策が  

必要な児童のすべてを受け入れる体制の整備を目標と   

（イ）保育所その他の施設において保護者の児童の養育を支   

援する事業   

① 小学校に就学しているおおむね十歳未満の児童であ  

って、その保護者が労働等により昼間家庭にいないも  

のに、児童福祉法施行令（昭和二十三年政令第七十四  

号）簑二条で定める基準に従い、授業の終了後に児童厚  

生施設等の施設を利用して適切な遊び及び生活の場を  

与えて、その健全な育成を図る事業（放課後児童健全育  

成事業）  

なお、放課後児童健全育成事業の実施に当たっては、  

教育委員会等と連携し、小学校や幼稚園を始めとする  

地域の社会資源の積極的な活用を検討しつつ、対策が  

必要な児童のすべてを受け入れる体制の整備を目標と  



した計画的な整備が必要である。また、その運営に当  

たっては、民間施設等の活用、高齢者を始めとする地  

域の人材の活用等、地域の実情に応じた効果的■効率  

的な取組を推進することが必要である。  

② 保護者が疾病、疲労その他の身体上若しくは精神上  

又は環境上の理由により家庭において児童を養育する  

ことが一時的に困難となった場合において、市町村長  

が適当と認めたときに、当該児童につき、児童福祉法  

施行規則（昭和二十三年厚生省令第十一号）第一条の些  

に定める施設において必要な保護を行う事業（短期入  

所生活援助事業）  

③ 保護者が仕事その他の理由により平日の夜間又は休  

日に不在となり家庭において児童を養育することが困  

難となった場合その他緊急の必要がある場合におい  

て、市町村長が適当と認めたときに、当該児童につき、  

児童福祉法施行規則第一条の些に定める施設において  

必要な保護を行う事業（夜間養護等事業）  

④ 次に掲げる児童であって、その保護者の労働その他  

の理由により、家庭において保育されることに支障が  

あるものにつき、保育所その他の施設、病院又は診療  

所⑦に掲げる児童にあっては、病院又は診療所）にお  

いて、適当な設備を備える等により、保育を行う事業  

（市町村又はその委託を受lナて当該保育を行う者が行  
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した計画的な整備が必要である。また、その運営に当  

たっては、民間施設等の活用、高齢者を始めとする地  

域の人材の活用等、地域の実情に応じた効果的・効率  

的な取組を推進することが必要である。  

② 保護者が疾病、疲労その他の身体上若しくは精神上  

又は環境上の理由により家庭において児童を養育する  

ことが一時的に困難となった場合において、市町村長  

が適当と認めたときに、当該児童につき、児童福祉法  

施行規則（昭和二十三年厚生省令第十一号）第一条の重  

旦重に定める施設において必要な保護を行う事業（短  

期入所生活援助事業）  

③ 保護者が仕事その他の理由により平日の夜間又は休  

日に不在となり家庭において児童を養育することが困  

難となった場合その他緊急の必要がある場合におい  

て、市町村長が適当と認めたときに、当該児童につき、  

児童福祉法施行規則第一条の量旦重に定める施設にお  

いて必要な保護を行う事業（夜間養護等事業）  

④ 次に掲げる児童であって、その保護者の労働その他  

の理由により家庭において保育されることに支障があ  

るものにつき、保育所その他の施設、病院又は診療所  

④に掲げる児童にあっては、病院又は診療所）におい  

て、適当な設備を備える等により、保育を行う事業  
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うものに限る。）（病児・病後児保育事業）   

㊦ 疾病にかかっているおおむね十歳未満の児童（回  

復の過程にあるものに限る。）   

㊥ 疾病にかかっているおおむね十歳未満の児童（回  

復の過程にあるものを除く。）  

⑤ 家庭において保育を受けることが一時的に困難とな   

った乳児又は幼児について、厚生労働省令で定めると   

ころにより、主として昼間において、保育所その他の  

㊦ 疾病にかかっているおおむね十歳未満の児童（回  

復の過程にあるものに限る。）   

④ 疾病にかかっているおおむね十歳未満の児童（回   

復の過程にあるものを除く。）  

⑤ 保護者の疾病その他の理由により家庭において保育   

旦塑ることが一時的に困難となった乳児又は幼児1三⊇   

き、牌こより、   

保育を行う事業（市町村又はその委託を受けて当該保   

育を行う者が行うものに限る。⑥lこおいて同じ。）  

⑥ おおむね三歳未満の児童であって、その保護者の労   

働その他の理由により、一月間に相当程度、家庭にお   

いて保育されることに支障が生ずるものにつき、保育   

所等において、適当な設備を備える等により、保育を   

行う事業   

場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事  

業（一時預かり  

⑥ 乳幼児であって、その保護者の労働その他の理由に   

より、一月間に相当程度、家庭において保育されるこ   

とに支障が生ずるもにつき、保育所等において、適当  

な設備を備える等により、保育を行う事業  （市町村又  

はその委託を受けて当該保育を行う者が行うものに限  

る。）（特定保育事業）   

⑦ 幼稚園に在籍している幼児につき、当該幼稚園にお  

いて、適当な設備を備える等により、教育課程に係る  

教育時間の終了後葺に教育活動を行う事業  

（ウ）地域の児童の養育に関する各般の問題につき、保護者  

からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行う  

事業   

①（ア）＠に掲げる事業   

⑦ 幼稚園に在籍している幼児につき、当該幼稚園にお  

いて、適当な設備を備える等により、教育課程に係る  

教育時間の終了後に教育活動を行う事業  

（ウ）地域の児童の養育に関する各般の問題につき、保護者  

からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行う  

事業   

①（ア）⑥に掲げる事業  



② おおむね三歳未満の児童及びその保護者が相互の交   

流を行う場所を開設し、当該場所において、適当な設   

備を備える等により、当該児童の養育に関する各般の   

問題につき、保護者からの相談に応じ、必要な情報の   

提供及び助言を行い、その他必要な援助を行う事業  

② 厚生労働省令で定めるところにより■、乳児又は幼児   

及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子   

育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助   

を行う事業（地域子育て支援拠点事業）  

卦 保育所その他の施設等において、必要な職員を置く等   

により、乳児、幼児等の保育に関する各般の問題につ  

き、保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び  

助言を行うとともに、保護者の児童の養育の支援に係  

る活動を行う民間団体（子育てサークル）の支援その他  

の必要な援助を行う事業  

金 幼稚園において、幼児教育に関する各般の問題につ  

き、保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び  

助言を行い、その他必要な援助を行う事業   

（エ）市町村における子育て支援事業に関する情報の提供、  

相談及び助言並びにあっせん、調整及び要請等の実施  

（ア）から（ウ）までに掲げる子育て支援事業を始めと  

する地域における多様な子育て支援サービスに関する  

情報を一元的に把握し、保護者への情報の提供、ケー  

スマネジメント、利用援助等を行う事業  

イ 保育サービスの充実  

保育サービスについては、子どもの幸せを第一に考えると  

③ 幼稚園において、幼児教育に関する各般の問題につ  

き、保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び  

助言を行い、その他必要な援助を行う事業   

（エ）市町村における子育て支援事業に関する情報の提供、  

相談及び助言並びにあっせん、調整及び要請等の実施  

（ア）から（ウ）までに掲げる子育て支援事業を始めと  

する地域における多様な子育て支援サービスに関する  

情報を一元的に把握し、保護者への情報の提供、ケー  

スマネジメント、利用援助等を行う事業  

イ 保育サービスの充実  

保育サービスについては、子どもの幸せを第一に考えると  
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